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要　旨


　2000（平成12）年に証券監督者国際機構（IOSCO）が国際財務報告基準（IFRS）を承認して以来、世界的にIFRS受け入れの動きが加速しており、日本においても早急な対応が求められている。本稿では、日本でIFRSが導入される際に生じ得る問題点に対して会計と税法の視点から検討していく。
まず、会計の視点からのアプローチとして、日本におけるIFRSへの対応の方針を示した金融庁の中間報告案を検討する。中間報告案においての大きな論点としては、IFRSの適用対象及び適用を義務づけるかどうかの二点があげられる。それらの切り口から考察を行った上で、浮上する問題点を明らかにする。
これらの問題点を踏まえた上で、税法始め関連諸法規への影響及び日本の大部分を占める中小企業への影響が、最も少ないと考えられる最善の選択肢を検討し提示する。しかし、この選択肢にもいくつかの問題点が内在しているので、合理的な解決法を考えることによって問題点の解消を図る。
次に、会計の視点で提示された最善の選択肢に基づき、税法の視点からも考察していく。しかし、この選択肢をもってしても税への影響は生じる。確かに、影響は小さくはなるがコンバージェンスが継続される限り会社法、税法への影響は不可避だからである。
また、IFRS導入によって会計と税法の関係にも変容が生じる。このような場合において、大きな論点となるのが確定決算主義をめぐる議論である。確定決算主義は、日本の税法が申告納税制度を導入して以来、一貫して重きを置いてきたものであるが、これには様々な問題が存在する。
そこで本稿では、IFRS導入に際しての税法への影響について、確定決算主義を切り口として、論じる上での論点整理を行う。
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参考文献
Ⅰ　問題提起
世界各国で国際財務報告基準（IFRS）の受け入れをめぐり様々な対応に追われている現在、日本においても的確かつ早急な対応が求められている。
企業会計基準委員会（ASBJ）は、国際会計基準審議会（IASB）との合意に沿ってコンバージェンス
を進めており、その成果として同等性評価問題
は、課題を残しながらも一時的に解決された。しかし、資本市場のグローバル化の進展やEUの経済力の拡大、アメリカのIASBに対する影響力の増大等を背景として、2008（平成20）年、アメリカがIFRSのアドプションを表明したことにより、日本においてもIFRSを導入してはどうかという議論が急浮上した。これに対し金融庁は2009（平成21）年2月4日、IFRSの取扱いに関して「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）（案）」（以下、「中間報告案」とする。）を公表しIFRSを導入する方針を明らかにした
。
　現在、IFRSを導入している国は113カ国
に上り、広範囲に普及しているといえるが、一方で様々な問題が生じている。IFRS導入を推進してきたEUに関しても例外ではなく、カーブアウト等深刻な問題を抱えている
。日本においてもIFRSを導入した際、財務諸表の作成者に対する影響はもちろんのこと、投資家や会計基準設定機関、国内法規等に対しても影響を及ぼし、その問題は多岐にわたることが想定される。その中でも上場企業の約3,900社
だけでなく、非上場企業も含めた約259万社
が関係する税務への影響は、特に配慮を要する問題である。それに加え、IFRSは日本における会計と税との関係に大きな変容をももたらしている。
このような問題意識のもと、本稿では、日本において最善と思われるIFRS導入方法を提示するとともに税法における論点のうち確定決算主義に焦点を当て論究していく。
具体的には次の内容からなる。まず、中間報告案について検討を加えることで現状の方針を確認し、IFRS導入に際してどのような選択肢があるのかを明確にする。そして、それらの選択肢の中から、税法を始め、関連諸法規への影響が最も少ない導入方法を提示する。提示した導入方法に内在する問題点に対し検討を加えた上で、確定決算主義に係る論点整理を行う。
Ⅱ  中間報告案についての検討
１．中間報告案の概要
金融庁の企業会計審議会・企画調整部会は、会計基準をめぐる国際的な動向を受け、日本の会計基準のあり方、今後の対応を審議した。
中間報告案では、日本におけるIFRSのアドプションに関する方針を表明している。IFRS導入により問題は各方面で多く起こるだろう。その中でも多数の企業に甚大な影響を与える税務上の対応については、より一層議論を深めるべきである。本章では、中間報告案をまとめ、論点を整理し、現時点における日本の方針を明らかにするとともにその問題点を列挙していく。大きな論点として、IFRSの適用対象及び適用を義務づけるかどうかの二点があげられる。

２．IFRSの適用対象について
中間報告案では、IFRSを将来的に強制適用することを視野に入れつつも、まずは、任意適用でのIFRSを認める方針が示された。任意適用時の対象は、一定の上場企業
の連結財務諸表としており、現在約3,900社ある上場企業のうち、特定の要件を満たす企業の連結財務諸表への適用が考えられる。また、中間報告案では、将来的に強制適用となることを想定し、強制適用時の対象も示されている。それは、現時点で、「グローバルな投資の対象となる市場において取引されている上場企業の連結財務諸表」（金融庁[2009],15頁）が対象となっているが、強制適用を決定する際には、適切な移行方法について、検討していく必要があるとしている。このように、IFRSの適用対象は上場企業の連結財務諸表となっているが、個別財務諸表、又は、非上場企業の取扱いはどのようになっているのだろうか。
まず、IFRSが任意適用の場合においての個別財務諸表の取扱いについてみていく。日本において、個別財務諸表は、「会社法上の分配可能額の計算や、法人税法上の課税所得の計算」（14頁）にも用いられており、利害関係者間の調整や会計実務に密接に係っている。そのため、個別財務諸表にもIFRSを適用すると、税法及び関連諸法規の改正を行うことが必要不可欠となり、それらの検討や調整に時間がかかってしまう。このことから、任意適用の場合においては、個別財務諸表へのIFRSの適用を避け、連結財務諸表にのみIFRSを適用する方がよいのではないかと考えられる。そして次に、仮にIFRSが強制適用となった場合の取扱いである。その場合には、連結財務諸表と個別財務諸表の会計基準が異なることによって利害関係者の判断を誤らせるおそれがあることや、連結財務諸表との整合性重視等の点から、IFRSで作成すべきとの意見がある。その一方で、連結財務諸表に比べて重要視されないことや、前述のように税法及び関連諸法規との検討や調整が必要等の点から、IFRSの適用には慎重な意見もある。これらの点を踏まえ、個別財務諸表へのIFRSの適用は、「強制適用の是非を判断する際に、幅広い見地から検討を行う必要がある。」（16頁）とし、明言を避けている。
非上場企業の取扱いに関しては、強制適用の場合のみ検討されており、任意適用の場合は検討されていない。非上場企業は、「上場企業に比してグローバルな投資の対象になっていない」（16頁）ことから、任意適用、強制適用の両方の場合で適用の対象外となるのではないかということが想定される。しかし、非上場企業でも今後の上場を目指している企業である場合等は、IFRSを適用した方が有利になる場合も考えられるため、任意でIFRSを認めるかについて、今後改めて検討される必要があるとしている。
以上のように、任意適用と強制適用時のそれぞれの場合の連結財務諸表及び個別財務諸表並びに上場企業、非上場企業の取扱いについて中間報告案でみてきた。その結果、任意適用の場合と強制適用の場合共に、上場企業の連結財務諸表にのみIFRSの適用を限定した方がスムーズであり、最小の検討や調整で済むと考えられる。

３．連単分離と連結先行
以上、検討の結果、中間報告案が示す上場企業でのIFRS適用フォームは、連結財務諸表と個別財務諸表で使用する会計基準が異なる、いわゆる連単分離といえるだろう。しかし、この連単分離には問題点が内在している。本稿では、頻繁に俎上にあげられている以下の四つを取り上げていくこととする。
初めに、個別財務諸表基準性の原則（連結財務諸表原則一般原則二）に反するという問題である
。これは、連結財務諸表にIFRSを適用するのであれば、連結財務諸表を作成するための基礎となる個別財務諸表にもIFRS適用とする必要があることをいう。
二つ目に、子会社をもたない上場企業の取扱いの問題があげられる
。子会社をもたない上場企業は連単分離となると、開示する財務諸表が日本の会計基準となり、他のIFRS導入企業との比較可能性が失われるということである
。
三つ目の問題は、子会社との合併や事業分割を行い、企業形態を恣意的に変更することによって生じてくる。つまり、企業形態の変化により企業の実態に差異はなくとも、適用される会計基準が異なってきてしまうという問題である
。
最後に、IFRSと自国の会計基準の二つの基準を使用するという、ダブルスタンダードによるコストの問題である
。連単分離の場合、連結財務諸表と個別財務諸表で異なる二つの基準を用いるため、コスト増を避けることは難しい。
連単分離であると、多種多様な問題が発生してくる。それに起因してか、中間報告案では「いわゆる『連結先行』の考え方」（金融庁[2009],4頁）との表記がなされた
。連結先行とは「連結財務諸表と個別財務諸表の関係を少し緩め、連結財務諸表に係る会計基準については、情報提供機能の強化及び国際的な比較可能性の向上の観点から、我が国固有の商慣行や伝統的な会計実務に関連の深い個別財務諸表に先行して機動的に改訂する考え方」（4頁）と説明されている。中間報告案から読み解くと、連単分離であるのにもかかわらず、金融庁が連結先行と表記したその思惑は何であろうか。
連結先行であると、連単分離よりも将来的に個別財務諸表へのIFRS適用との気運が高まる。連結財務諸表、個別財務諸表、双方が同基準となれば上記四つの問題に関して解決の見通しがつくだろう。つまり、連結先行との表現は、連単分離の問題点を回避する思惑があるのではないかとの推測ができる。
しかし、連結先行により個別財務諸表にIFRS適用の可能性が高まることは、日本経済に対し甚大な影響を与える可能性も高まる。個別財務諸表は利害調整の機能を主としているため、仮にIFRS適用となれば、税法を始め、関連諸法規の大規模かつ急速な改正を避けることはできないだろう。また、個別財務諸表にIFRSが適用されるということは、上場企業全体がIFRS適用といえる。その場合、非上場企業へIFRS適用の流れが来る可能性も高まるだろう。IFRS導入には各社に膨大な費用がかかるとされている
ので、非上場企業約259万社には過剰な負担となり、対応できない企業が増大していくことが想定される。
連結先行であると、以上のように日本経済への甚大な影響が想定される。これら予想される事態を避けるためには、連単分離に係る問題を解決し、連単分離の状態を継続させていくための、合理的な解決策を探求していかなければならない。
４．IFRSの適用義務付けについて
中間報告案では、IFRSの上場企業への強制適用に関して、2012（平成24）年に諸状況を勘案の上で判断するという方針を示している。しかし、IFRSを適用するには、実務対応や体制整備等の諸課題を達成していくことが必要となる。
強制適用の判断要素としては、①IFRS適用に向けた課題の達成状況、②任意適用期間におけるIFRSの適用状況、③EUやその他諸国のIFRS適用状況、④世界最大の資本市場国であるアメリカにおいてIFRSがアメリカ企業に強制適用されるか否か、の四つがあげられている。強制適用の判断については、前記の判断要素を確認する必要があることから、現時点ではなく、むしろ将来の一定の時期に決定することが適当である。また、判断の時期については、2012（平成24）年を目途としているが、これらの判断要素の状況次第で前後することが予想される（金融庁[2009],15頁）。
ところで、IFRSの強制適用をする際には、次のようなメリット、デメリットが考えられる。メリットは①国内外において比較可能性が確保できる
、②日本基準作成にかかるコストの削減
、である。デメリットは①基準設定においてASBJの権限が失われること
、②基準設定主体であるIASBや、IASBを監視する国際会計基準委員会財団（IASCF）のガバナンスを監視する国際的な機能が整備されているかという問題
、である。

それでは、任意適用についてもみてみることにする。任意適用のメリットは①企業がIFRSと自国基準、どちらでも有利な選択をできる
、②日本基準がIFRSへのコンバージェンスを経た、高品質な基準として残る
、③基準設定においてASBJの権限が失われないこと（17頁）、である。デメリットは①日本基準を改訂していくコンバージェンスにコストがかかること
、②二つの基準が存在することによる日本市場の信頼性の低下
、③連単分離によって会計基準が二つ存在（ダブルスタンダード）してしまい、コストが増加する問題
、である。
これらのメリット、デメリットは、日本でのIFRSの導入方法に影響を与えている。
Ⅲ　IFRS導入の選択肢
１．選択肢の提示と検討
ここでは、IFRS導入の方式として様々なパターンがある中で、任意適用と強制適用に分けた上で、日本がとるべき最善の方法を、検討・提案していく。
検討を始める際の出発点として、具体的にどのような選択肢が最善の方法なのかを明確に提示しておく必要がある。これは広い視点からみれば、IFRS導入によって引き起こされる各方面への影響を最も少なくするような選択肢であるといえる。その中で、本稿では以下の二つの視点に重点をおいて検討をしていくこととする。一つには、最も会社法（配当）や税法（課税）に影響が少ない導入方式を検討していく必要があること、もう一つには、日本に約259万社存在する中小企業への影響が最も少なくなるような導入方式を提案していくことである。
それらを念頭に置いた上で、まず選択肢として考えられるのが、金融庁が中間報告案の中で示している任意適用での導入方式である。これは、上場企業の連結財務諸表に任意でIFRSの適用を認め、個別財務諸表には日本基準を使用するというものである。この場合の非上場企業について、中間報告案では触れられていないが、IFRSを適用する必要性が極めて少ないことは明白であるため、本稿では日本基準を採用するという解釈で検討を進める。中間報告案で示されている任意適用時のIFRS導入フォームは、図表1のとおりになる。
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図表1        【中間報告案】
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これが実際に最善の方式なのか。この場合のメリットとして、先に述べたとおり、日本基準がIFRSへのコンバージェンスを経た高品質な基準として残ること、ASBJが会計基準を設定する権限を失わずに済むことがあげられる。さらに、個別財務諸表が日本基準であることから、配当や課税についての問題を回避できることもメリットとして捉えられる。しかし、デメリットとして、連単分離となるため前述した問題点も内在することを考えると、これは一概に最善の策であるとは言い難い。
それでは、強制適用をした場合はどうか。まず、上場企業の連結財務諸表にはIFRSを適用することを前提とし、ここから、上場企業の個別財務諸表、非上場企業の連結・個別財務諸表の三つのマスについてどのように対応していくか検証する。まず単純に組み合わせの数を求めると、それぞれの空欄に入るのは次の四通りで、IFRS・IFRS or 日本基準（任意適用）・IFRS/日本基準（並行開示）・日本基準である。したがって、マスを埋める組み合わせ総数は1×4×4×4＝64通り存在し、ここから考えられる組み合わせはおおむねいくつかのパターンに収斂される。本稿では以下に示す四つのパターンを基本形と定め、そこから派生するものも含めて問題点を指摘し、検討を深めていく。
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図表2        【完全適用型】 図表3     【上場非上場分離型】

図表4  　    【連単分離型】 図表5  　    【並行開示型】


　留意すべきは、上記した二つの視点である。最も会社法や税法に影響が少ない選択肢を考えるとき、個別財務諸表については、前記のとおり利害関係者間の調整や会計実務に密接に係っていることを鑑みると、IFRSを適用してしまうのは適当でないと考える。非上場企業に関しては、これも前記のとおり、その多くがグローバルな投資の対象になっていないため、IFRSを適用する必要性が極めて少ない。それらの認識のもとでいま掲げた基本型を見ると、そのままの方式ではすべてが当てはまらないことが窺えるが、それらを派生させたものの中に可能性を見いだすことのできるパターンをいくつか収斂した。以下にそれを示す。
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図表8  　  【並行開示派生型】
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非上場企業についてはすべて日本基準を採用すると考えると、上場企業のみを検討すればよいことになる。図表6は連単分離型から派生させた、非上場企業をすべて日本基準で統一したもの、図表7については上場企業の個別財務諸表にIFRSの任意適用を認める形で、これも連単分離型から派生したものとした。図表8も同様に、並行開示型の非上場企業について日本基準で統一したものである。
　強制適用時の導入方式の提案としてここまで三つのパターンに収斂されたわけであるが、次節では、これらのパターンについて、強制適用に内在する問題点を含め、また、法的視点からの検討も踏まえて検証していく。
２．強制適用の検討
先に述べたように、IFRSを上場企業の連結財務諸表に強制適用すれば、確かに国内外での比較可能性は確保される。それに伴って、市場に異なった二つの基準が存在することによる日本市場の信頼性の低下も防ぐことができるが、その場合には、会計基準の策定におけるASBJの権限が失われてしまうおそれがある。しかし、中間報告案で「仮に、IFRSを適用する場合であっても、我が国会計基準の必要性が無くなってしまうことはあり得ない。」（金融庁[2009],17頁）と明言されていることから、それは現実的ではないことがわかる。また、個別財務諸表に日本基準を残し、連結財務諸表にIFRSを強制適用した場合（図表6
）には、子会社との合併や事業分割を行うなどして企業形態を恣意的に変更し、都合のよい会計基準を選択する会社が現れる可能性も否定できない。
　さらに、強制適用となれば、法律上の観点からも問題が生ずる。連結財務諸表規則には「金融庁組織令（平成10年政令第392号）第24条第1項に規定する企業会計審議会により公表された企業会計の基準は、前項
に規定する一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に該当するものとする」（連結財務諸表規則第1条第2項）とあり、ASBJが策定してきた企業会計基準に関して言及されていない。また、金融庁のガイドラインによるとASBJの企業会計基準に法的強制力が認められるのではなく、この会計基準に従ってもよいという程度だと解釈することができる（弥永[2009],64頁）。このような扱いがされるのは、ASBJが法令に基づかない民間組織であるからだろう。そう考えると、同じく民間組織であるIASBが策定したIFRSにも同様のことが当てはまる
。このように、会計基準に法的強制力がないことによって、法律違反が起こる可能性も考えられる。したがって、IFRSをどのように日本の法秩序に組み入れるか、また「会社法上、強制する場合に、どのような規定ぶりにするのかという立法技術的な問題が残っている。」（65頁）ことから、組み入れたとしても会社法を始め、その他の法規への影響も考慮しなければならない。その上、IFRSが改正されるたびに、日本の法律も対応し続けることが必要となる。以上のことから、強制適用は様々な問題が内在するため、難しい選択肢なのかもしれない。　 

３．IFRSと個別財務諸表
上記のように、連結財務諸表にIFRSを強制適用することには様々な問題点が内在しているが、個別財務諸表に関してはどうだろうか。この点については諸外国を参考に検討していく。例として、フランス、ドイツ等の諸外国を参考にすると、成文法系の制度設定を行っていることから、商法と税法が密接に係っている。そのため、IFRSを導入することで連結財務諸表の数値が課税ベースの計算と異なる場合、税法会計に与える影響は大きくなってしまうので、個別財務諸表にIFRSを容認していない。このことから、日本も同じように成文法系の制度設定を行っているため、個別財務諸表にIFRSを容認することは難しい
。よって、個別財務諸表には日本基準を適用することが妥当だと考えられる。そうなると、やはり、連単分離がもっとも適切であると考えられるが、前述したように、連単分離には様々な問題点が内在している。では、この連単分離の状態を維持していくにはどうしたらよいか。以下では本稿で示した連単分離の問題について検討を加え、解決策を見いだしていくことにする。
まず、子会社をもたない上場企業についてだが、｢このような企業については、国際的な比較可能性等の観点から、我が国の会計基準による個別財務諸表に加えて、追加的な情報として監査を受けたIFRS による個別財務諸表を作成することを認める｣（金融庁[2009],14頁）など特例による対応も考えられる
。また、子会社との合併や事業分割を行い、企業形態を恣意的に変更することによって生じる問題については、企業が恣意性をもって行う行為であるため、会社法等でそれを規制すればさほど問題ではない。
つぎに、ダブルスタンダードによるコストの問題についてである。ここでいうコストとは日本基準の継続コストに加え、IFRS導入による初期コストと継続コストについてのことだが、継続コストに関しては、あまり大差はなく、初期コストのみが大きくかかることになる
。しかし、IFRSの完全適用によって、日本の税法が大改正されることによって発生するコストに比べれば、かなり低くなることが想定される。
最後に、個別財務諸表基準性の原則の問題についてだが、現在、日本では上場企業の連結財務諸表、個別財務諸表が共に開示されており、そのために、連単分離のように双方を別基準で作成した場合に、個別財務諸表基準性の原則に反しているという議論がなされる。この問題に対し、合理的解釈を与えない限り、やがて、個別財務諸表にもIFRSを導入すべきではないかという気運が高まることは避けられない。そこで、連結財務諸表は情報開示目的、個別財務諸表は利害調整目的であると区分を明確にしてみてはどうだろうか。つまり、｢切り分けるべきところは、個別・連結というところではなく、開示目的かどうかということ｣（シリーズ座談会[2009],88頁）である。このような考え方の延長線上には、アメリカのように個別財務諸表を非開示にすること
、又は、個別財務諸表の開示を抜本的に簡素化すること
、という考え方があると思われる。つまり、個別財務諸表に情報開示目的の機能を全く負わせないようにする、又は、開示はするが、あくまで利害調整目的の機能を主としたものとする、という考え方である。どちらにせよ、これらの手段を用いれば、市場に公開される情報開示目的での基準は連結財務諸表のみとなるので、個別財務諸表基準性の原則は議論の対象にならないのではないだろうか。しかし、これが青写真の段階を超えて、一歩実現に向けて踏み出した場合に、どのような事態が生じるかは想定しておくべきである
。
以上のように、個別財務諸表基準性の原則に反することについての問題に合理的解釈を与えることで、個別財務諸表には日本基準を適用することが妥当だと考えられる。またIFRSを強制適用することは難しいことから、任意適用の連単分離の状態を維持することが最善なのではないだろうか。
Ⅳ　IFRS導入と税務　－確定決算主義の視点から－
１．問題の所在

　前章で、連単分離を所与とした場合における最善の財務諸表の関係を提唱した。ここで注意すべきは、連単分離により個別財務諸表と税との関係が維持され、個別財務諸表を日本基準で作成することが可能になったとしても、配当や税額計算に対する配慮が無くなるわけではない、という現実である。確かに、IFRSで個別財務諸表を作成する場合に比べて小さくはなるだろうが、コンバージェンスの作業自体が継続していることを考えると、会社法、税法への影響は避けられないといえる
。また、連単分離は、個別財務諸表と税とのリンクを保ちながら、他方、連結財務諸表と税との関係が分断する、いわば「会計と税との部分的乖離」といえる新たな状態をも生み出している。　

それに加え、日本の制度会計の関係にも変化がみられる。しばしばトライアングル体制と呼称されてきたように、従来、日本では金融商品取引法会計、会社法会計、税法会計が密接な関係を維持してきた。それが最近では、金融商品取引法会計と会社法会計が接近し
、また、金融商品取引法会計にIFRSの影響が及ぶ等、これまでの企業会計と税法との関係からのパラダイムシフトがみられる
。

IFRSの影響が税へと及び、また、日本における企業会計と税との関係が大きく変容する状況において、今後、大きな論点として確定決算主義
をどうするのかという問題が考えられる。確定決算主義は、申告納税制度が導入されて以来、日本の税法が一貫して採用しており、かつ、企業会計と税とをリンクする役目を果たすなど課税所得の算定上、極めて重要性が高いものである。

このような問題意識のもと、本章では、IFRS導入の税への影響について、確定決算主義に焦点を当てて論点整理を行う。

２．確定決算主義をめぐる議論

　まず、会計基準の国際的統合化を背景として確定決算主義を論じる際の検討の視座を示すこととする。法人税の課税所得の計算方法は、企業会計との関係から、しばしばセパレート・システムとユニホーム・システムという二つの類型に分類され
、両者はあたかも対極の内容を有するかのように論じられる傾向がある。しかし、諸外国においても成文法系、慣習法系の国の別を問わず、いわゆる確定決算主義的な視点は存在している
。このことから、会計と税との関係は、両者がリンクする程度の差に過ぎず、法人所得課税の根底には企業会計に基づくという自然な前提が存在していることが確認できる。これは、所得を課税ベースとしている限り、当然のことだともいえよう。したがって、確定決算主義に係る議論は、維持か廃止かという二者択一的な問題ではなく、あくまで程度の問題として検討していくべきである。

　このような認識のもと、コンバージェンスあるいはアドプションの対応として、今後の確定決算主義のあり方を考えた場合、問題となるのは損金経理要件だと考えられる。ただし、ここで注意すべき点は、確定決算主義には様々な問題が混在していることである。例えば、かねてからの問題に逆基準性がある
。法人税法では、企業会計依存という課税所得の計算構造を採用しており、理論上は会計慣行に従うものと考えられるが、実務上は税法基準に依拠した会計処理が広く行われていたことは周知のとおりである。逆基準性は、1965（昭和40）年に損金経理要件が導入されて以来、確定決算主義見直しの中心的な論拠となっており、主に、「企業会計に対する税法の介入」、「企業実態の開示が阻害される」という問題点が指摘される。また、会計と税法が密接であるがゆえに生じる問題でもあり、両者の間で国内的調整が図られた時代の中心的な問題であった。
このような問題とは別に、税法独自の改正により確定決算主義の理念が無視される事態が生じている。例えば、1998年度の法人税制改正における課税ベースの拡大と税率の引下げがあげられる。本来、課税ベースは法人税法第22条第4項の「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」（公正処理基準）により算定されるものであり、この改正は課税ベースの公正処理基準からの離脱を意味し、多くの議論が噴出したことは記憶に新しい
。これにより、企業利益と課税所得との乖離が広がることとなった。また、最近では、2006年度の減価償却規定における250％償却率の導入もこのような事態を招く原因となっている
。これは、企業の投下資本の早期回収と設備投資の拡大による国際競争力確保という経済政策目的で導入されたものと解される。このような税法独自の改正が行われることにより、企業会計と課税所得の乖離が生じ、両者を結びつける役割を担っていた確定決算主義の理念が無視される事態が生じてきたのである。

この他にも確定決算主義には様々な問題
が指摘されているが、コンバージェンスやアドプションの視点から確定決算主義を論じる際には、問題点を混同させることなく議論していくべきだといえる。

３．示唆

　前節では、確定決算主義一つを捉えても、逆基準性を始めとする従来からの問題と会計と税法の乖離を中心とした近年における問題が混在していることを示した。コンバージェンスやアドプションの視点から確定決算主義を論じる際には、その問題の本質の違いをしっかり見極め、峻別した上で議論されることが当然である。

　また、コンバージェンスによる問題は、会計が急速な変化を遂げていることから、企業利益と課税所得の乖離ばかりが問題視され、確定決算主義見直し論へと運びがちである。しかし、実際に近年の法人税法の改正をみると、必ずしも乖離が生じる改正ばかりではなく、会計基準の改正に対応している部分もみられる。

　例えば、金融商品の評価損益の計上（認識）に関する改正については、法人税法上においても同様の改正が行われた。また、ASBJが2008（平成20）年9月26日に公表した改正企業会計基準第9号｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣により、棚卸資産の評価方法から後入先出法（LIFO）が廃止された。IFRSでは、LIFOの適用が認められておらず、また、EUの同等性評価での検討項目の一つとされていたことなどが廃止となった理由である。これを受け、法人税法でも2009年度改正において、経過措置を設けてのLIFO廃止を決定した。

　これら、会計の改正に税法が即座に対応を行うケースにみられる共通点の一つとして、「課税所得の増加をもたらす改正」であることが考えられる。金融商品の評価損益は、評価益を益金と認めることによって、課税所得は増加する。そして、LIFOについても、物価上昇期を前提とした中で、LIFOを廃止すると、売上原価が低く評価され、やはり課税所得の増加が見込まれる。

　このように、会計のコンバージェンスが進展する中でも、税法の対応が合致するケースもあり、その場合、両者の間における確定決算主義は、むしろより強力なものとなる
。確定決算主義の見直しを論じる際には、この点にも留意しなければならないだろう。

　以上、本章では、IFRS導入に伴う会計と税法との関係の変容を指摘し、その上で、会計と税法をつなぐ確定決算主義をめぐる議論の論点整理を行ってきた。IFRSを本格的に導入するに当たり、確定決算主義を中心とした議論は不可避的なものであり、その際には、一つの視点に縛られず、様々な視点からの慎重な議論が求められるであろう。

Ⅴ　むすび
世界的なIFRS導入の議論の中、日本においてもその適用をめぐっては、国家の税法及び関連諸法規への影響を無視できない。諸外国でもその導入方法については自国の事情を大きく反映し、それぞれに適する方向性を決めている。ここまで本稿では、日本がIFRSを導入する場合に、中間報告案を叩き台として、導入の選択肢を模索した。その際、税制に対する影響を最小限にすることを中心的な視座とし、検証を重ね、とるべき対応を検討してきた。論旨を以下に述べたい。

金融庁が「連結先行」として発表したIFRS導入案は、本稿であげたような利点や欠点を踏まえると、税法への影響が最も小さく、最善の選択肢であるといえる。しかし、仮に連単分離という状態をとるにしても、問題点が内在している。その解決策として個別財務諸表基準性の原則の問題を中心に扱い、連結財務諸表と個別財務諸表で目的区分を明確にし、個別財務諸表非開示の可能性を考察した。ただ、連単分離に固執しないならば、連結財務諸表と個別財務諸表の双方を並行開示する方法や、IFRSの強制適用や任意適用といったことは考えず、市場原理にまかせIFRSか日本基準を淘汰させるといった方法も考えられる。これらの案件についても今後の議論が望まれるであろう。

このような議論の一方、連単分離により、個別財務諸表と税法はリンクしているものの、連結財務諸表と税法の乖離が生じる。加えて、近年の会社法と金融商品取引法の接近も踏まえると、会計と税との関係の変容に焦点が当たる。そこで、前章で述べたように、会計と税のいわば繋ぎ止め役である、確定決算主義の議論にいたった。ここでの論議は、税務と会計の相互的な関係の整理を主として行い、解釈を加えた。

また、本稿では言及しなかったが、考慮しなければならないのは、IFRSを導入する際における確定決算主義の損金経理要件に対する税務上のアプローチである。それには、例えば損金経理要件の正当化の条件に、企業会計と税法規定の趣旨の共通という前提があることを鑑みると、各項目についてその趣旨を比較検討する等の手法が想定され得る。これに関してはより深い論究が必要とされる。

最後に、中間報告案の公開草案の発表により、日本においてもIFRS導入への議論がより本格化していくことになろう。それに伴い、税務に関する議論、つまりは確定決算主義に関する議論の重要性も一層増すと思われる。IFRS導入を円滑に進め、その導入のメリットを最大限に享受するためにも確定決算主義については今後、個別的かつ具体的に検討が要請される。
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� 一般に、アドプションはIFRSを採用することであり、コンバージェンスは、自国基準とIFRSを近づけ、収斂することを指す。しかし、IFAD[2003]では、コンバージェンスにアドプションを含めている等（p.7）、現在この二つには明確な定義が存在していない。本稿においては、一般的な用法を用いることとする。


� EUは2005（平成17）年にEU域内の上場企業の連結財務諸表に対してIFRSの適用を強制し、2007（平成19）年から、EU域内市場に上場する域外企業に対して「IFRS又はこれと同等と認められる基準」で情報開示することを求めた。この要請の期限は後に延長され、2009（平成21）年までとなった。


� 中間報告案は、2009（平成21）年4月6日までパブリックコメントに付され、6月11日付けで修正案が公表された。


� オーストラリアやニュージーランドのように、IFRSを国内基準化して導入している国を除いた、IFRS導入国の総数である（デロイト トウシュ トーマツホームページ： IAS Plus � HYPERLINK "http://www.iasplus.com/index.htm" ��http://www.iasplus.com/index.htm�）。


� 多くのEU諸国は、一部カーブアウトによるIFRSを適用している（辻山[2009],20頁）。


� 2008（平成20）年時点で、上場企業総数は3,894社である（日本経済新聞社[2008],7頁）。


� 2007（平成19）年時点で、企業総数は259万4,214社である（国税庁ホームページ：「会社標本調査結果」：�HYPERLINK "http://www.nta.go.jp/"�http://www.nta.go.jp/�）。


� 一定の上場企業とは、「継続的に適正な財務諸表が作成・開示されている上場企業であり、かつ、IFRSによる財務報告について適切な体制を整備し、前記のIFRSに基づく社内の会計処理方法のマニュアル等を定め、有価証券報告書等で開示しているなどの企業であって、国際的な財務活動を行っている企業又は市場において十分周知されている一定規模以上の企業等」（金融庁[2009],12頁）を指す。


� この点については、大塚（[2009],51頁）、安藤（[2009a],3頁）も指摘している。


� 同様の点に関しては、安藤（[2009a],3頁）、島田（[2009],170頁）も指摘している。


� 島田 [2009]では、子会社をもたない上場企業について、東京証券取引所では約200社、ジャスダックに約260社存在することを指摘している（170頁）。


� この点については、三井（[2009],29頁）、米山（[2009],123頁）でも紹介されている。


� このことは、斉藤（[2009],39頁）、山田（[2009],52頁）も述べている。


� 日本経済新聞で初めて、「連結先行」との意向が示された[日本経済新聞，2008年8月13日（朝刊）]。


� 島崎[2009]によれば、そのまま日本企業に当てはめる必要はないとしながらも、アメリカを例として、「SECレポートによれば、IFRSの適用にかかる費用は、一社当たり32百万＄（約30億円）と言われている。」（43頁）としている。


� 山田（[2009],47頁）、三井（[2009],29頁）にて同様の見解が示されている。


� 同様の点については、山田（[2009],47頁）も指摘している。


� この点について、山田[2009]も「会計基準の開発がIASBに独占されることによる弊害も懸念される。」(51頁)と述べている。


� 同様の点については、三井（[2009],29頁）、島田（[2009],163頁）でも紹介されている。


� この点について、大日方教授は投資家の視点から、「1つのマーケットで複数の基準があって、企業が選択できるということは悪いことではありません。」（シリーズ座談会[2009],89頁）と述べている。


� 中間報告案では、我が国の会計基準は、コンバージェンスの努力により、基準内容及びそれに基づく実務とが一体になって国際的に高品質なものになっている、と述べられている（11頁）。また、この点については、山田（[2009],56頁）、三井（[2009],26頁）でも紹介されている。


� このことは、島崎（[2009],43頁）も述べている。


� この点については、佐藤教授も指摘している（シリーズ座談会[2009],89頁）。


� この点については、山田[2009]も「日本企業の場合、個別財務諸表は日本基準で作成し、連結財務諸表をIFRSで作成するとなると、二重帳簿を管理するためのコストは小さくない。」（47頁）と述べている。また、三井（[2009],29頁）も同様の見解を示している。


� 図表7の場合でも、子会社との合併を行い、個別財務諸表適用該当会社となり、IFRSと日本基準のどちらを使うか選択できる会社形態に変更する会社が現れる可能性がある。


� 連結財務諸表規則第1条第1項には「この規則において定めのない事項については、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従うものとする」と規定されている。


� この点について、弥永[2009]では「民主主義統制に服さない国際会計基準審議会の開発した国際財務報告基準などに当然の法的拘束力を認めることは、わが国の憲法に基づく法秩序と矛盾することになる。」(64頁）のように述べられている。


� この点については、齋藤・古田（[2009],261頁）を参照。


� この点については、斉藤（[2009],39頁）も指摘している。


� このような考え方は、川村教授も述べている（シリーズ座談会[2009],88頁）。


� この点については、山田（[2009],52頁）も同様の考え方を示している。


� 同様の視点については、日本経済団体連合会[2008]も指摘している。


� 個別財務諸表の非開示について、実際にそれを実践している主要国は、アメリカのみであるという事実をどのように受け止めるべきか、また、個別財務諸表の非開示によって納税額と会計利益との可視的なリンクが消失してしまうことにより、どのような事態が起こり得るかを想定しておくべきである。なお、アメリカの状況については、永田 [2008]に詳しい。


� IFRS導入に対する会社法への影響については、例えば、安藤[2009b]、弥永[2009]を参照。


� 会社法は、「会計の原則」（2編5章1節）として、「株式会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとする」（431条）と定めている。これは、金融商品取引法会計の会社法会計への全面的な受け入れを意図したものだといえる（安藤[2009b],21～22頁）。


� トライアングル体制の変容については、財務会計基準機構（[2008],4～5頁）を参照。


� 確定決算主義には、法人税法74条1項に対する解釈とも相俟ってさまざまな捉え方があるが、本稿では、いわゆる確定決算主義を広義の課税所得の算定方法と位置づけ、その内容として次の三点をあげることとする（税制調査会法人課税小委員会[1996]）。


課税所得計算において、決算上、費用又は損失として経理されていること、すなわち損金経理（法人税法2条25号）等を要件とすること。


別段の定めがなければ「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」、すなわち公正処理基準に従い計算すること（法人税法22条4項）。


確定した決算に基づいて課税所得を計算し申告すること（法人税法74条１項）。


� このような分類をしている代表的な文献として、OECD[1987]がある。


� この点については、坂本・藤井[2008]、齊藤・古田[2008]に詳しい。


� 逆基準性を取り上げている論考として、例えば、醍醐[1993]、坂本[1996]がある。


� 例えば、居林[1998]、武田[1999]、中村[1999]を参照。


� この点からの問題を指摘している論考として、品川[2007]がある。


� 例えば、企業会計と法人税との目的異質論や、産業政策と関連して日本の経済開発に貢献した確定決算主義は有効性を失ったので廃止すべきである、といった見解である。なお、これらの見解については、吉牟田[1994]に詳しい。


� 同様の指摘が、品川（[2009],23頁）においてもなされている。
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